
(2) 効果の発現状況 

勧  告 説明図表番号 

地域活性化 3 計画の目標の達成状況に関する市の認識や設定された指標

の目標達成状況による効果の発現状況について調査した結果は、次のとおり

である。 

 

ア 地域再生計画 

今回調査対象とした 76計画において 276指標が設定されている。 

① 指標の設定数別にみると、1 指標のものが 12 計画（15.8％）、2 指標

のものが 18 計画（23.7％）、3 指標のものが 15 計画（19.7％）、4 指標

のものが 9計画（11.8％）、5指標以上のものが 20計画（26.3％）とな

っている。 

なお、指標が設定されていないものが 2計画（2.6％）あった。 

② 設定された指標の内容別にみると、アウトプット指標（事業量や事業

の実施率と同義のものとして当省が整理した指標。以下同じ。）が 65指

標（23.6％）、雇用者・従業者の創出数が 48 指標（17.4％）、計画が実

施された地域への観光入込客数が 22 指標（8.0％）、研修・講演会など

の参加者数が 20 指標（7.2％）、計画が実施された地域で新たに活動を

開始したボランティア団体等の数が 12指標（4.3％）などとなっている。 

③ 計画期間別にみると、3 年未満のものが 25 計画（32.9％）、3 年以上

5年未満のものが 22計画（28.9％）、5年以上 6年未満のものが 19計画

（25.0％）、6 年以上のものが 10計画（13.2％）となっている。 

 

(ｱ) 目標の達成状況に関する市の認識等 

計画全体の総合的な目標の達成状況（個別の指標ごとではなく、計画

全体の目標の達成状況。以下同じ。）の認識について、計画を作成した

市から聴取したところ、次のとおり、「分からない」と回答があった 7

計画を除く 69 計画全てにおいて一定程度の効果があったと回答があっ

た。 

① 「目標を達成した（かなり活性化が図られた）」が 32計画（42.1％） 

② 「目標を達成しないものの一定程度効果があった」が 37 計画

（48.7％） 

③ 「目標を達成しなかった（計画作成時と変化なし又は計画作成時よ

り悪化）」と回答があった計画はない 

④ 「分からない」が 7計画（9.2％） 

また、調査対象とした 76 計画のうち、指標が設定されていない又は

一つも評価値が測定されていない 8 計画を除く 68 計画において、指標

が測定されている 225指標について、市による測定結果を計画別に集計

した結果は次のとおりである。 
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① 全ての指標について、計画実施後に測定した値（評価値）が計画作

成時に目標とした値（目標値）に達した計画が 20計画（29.4％） 

② ①には該当しないものの、全ての指標の評価値が計画作成時に基準

として設定した値（基準値）より改善しており、目標達成度 7割以上

（注）の計画が 11計画（16.2％） 

（注）目標達成度 7割以上とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標

値までの間の値で除した割合が 7割以上に達したものをいう（以下同じ。）。 

③ ①及び②には該当しないものの、複数の指標のうち 1指標以上の評

価値が目標達成度 7割以上の計画が 32計画（47.1％） 

④ ①から③までのいずれにも該当せず、全ての指標の評価値が目標達

成度 7割未満の計画が 5計画（7.4％） 

 

(ｲ) 効果の発現状況 

今回、調査対象とした 76 計画の 276 指標から、ⅰ）計画で設定され

ている指標が測定されていない 51 指標、ⅱ）指標の測定方法等が適切

ではなく効果の把握ができていないと認められる 4指標（本項目におい

て、ⅰ）及びⅱ）のように効果の把握ができていないと認められる指標

（後述 2(3)ア(ｱ)から(ｳ）、2(3)イ(ｱ)及び(ｲ)参照）を、以下「未測定等

指標」という。）及びⅲ）アウトプット指標 65 指標を除く 62 計画 159

指標について、市による測定結果を計画別に整理した（注）。 

（注）ⅲ）については、計画の進捗状況ではなく、計画を推進したことによる効果の発

現状況を把握するために除外した（以下イ(ｲ)において同じ。）。 

なお、ⅰ）、ⅱ）又はⅲ）に重複して該当する指標があるため、276指標からⅰ）、

ⅱ）及びⅲ）の合計である 120指標を除いても 159指標とはならない。 

その結果、 

① 全ての指標の評価値が目標値に達した計画が 23計画（37.1％）（う

ち未測定等指標が含まれるものが 8計画）、 

② ①には該当しないものの、全ての指標の評価値が目標達成度 7割以

上の計画が 7 計画（11.3％）（うち未測定等指標が含まれるものが 1

計画）、 

③ ①及び②には該当しないものの、複数の指標のうち 1指標以上の評

価値が目標達成度 7割以上の計画が 22計画（35.5％）、 

④ ①から③までのいずれにも該当せず、全ての指標の評価値が目標達

成度 7割未満の計画が 10計画（16.1％） 

であった。 

 

こうしたことから、地域再生計画については、一定の効果が発現して

いるとみられる。 

また、内閣府は、地域再生基本方針に掲げる目標の一つである「地域

の創意工夫を凝らした取組の成果として地域再生の成功事例を示すこ
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とにより、他の地域における取組を刺激し、多様な分野での地域再生の

取組の総体として、全国的な規模での地域の活力の増進を図ること」に

関し、同府の「平成 26 年度実施施策に係る政策評価書」（平成 27 年 9

月）において、「地域再生計画の認定件数については、目標値 144 件に

対し、実績値 204件と、目標を大きく上回る結果となった」と評価して

いる。 

なお、地域再生の成功事例を示すことについては、後述 2(4)のとおり、

改善すべき点がみられる。 

 

イ 都市再生整備計画 

今回調査対象とした 171計画において 577指標が設定されている。 

① 指標の設定数別にみると、2指標のものが 12計画（7.0％）、3指標の

ものが 103計画（60.2％）、4指標のものが 38計画（22.2％）、5指標以

上のものが 18計画（10.5％）となっている。 

② 設定された指標の内容別にみると、アウトプット指標が 119 指標

（20.6％）、地域住民等の満足度が 91 指標（15.8％）、公共公益施設等

の利用者数が 64 指標（11.1％）、歩行者・自転車の通行量が 57 指標

（9.9％）、居住人口が 46 指標（8.0％）、計画が実施された地域への観

光入込客数が 43指標（7.5％）などとなっている。 

③ 計画期間別にみると、5年未満のものが 15計画（8.8％）、5年のもの

が 155 計画（90.6％）、5年を超えるものが 1計画（0.6％）となってい

る（注）。 

（注）計画期間と都市再生法第 47 条第 2 項に基づく交付金の交付期間が異なる計画に

ついては、交付期間で区分している。 

 

(ｱ) 目標の達成状況に関する市の認識等 

計画全体の総合的な目標の達成状況の認識について、計画を作成した

市から聴取したところ、次のとおり、「分からない」と回答があった 3

計画を除く168計画全てにおいて一定程度の効果があったと回答があっ

た。 

① 「目標を達成した（かなり活性化が図られた）」が 82計画（48.0％） 

② 「目標を達成しないものの一定程度効果があった」が 86 計画

（50.3％） 

③ 「目標を達成しなかった（計画作成時と変化なし又は計画作成時よ

り悪化）」と回答があった計画はない 

④ 「分からない」が 3計画（1.8％） 

また、調査対象とした 171計画 577指標のうち、指標の評価値が一つ

も測定されていない 3計画 9指標を除く 168 計画 568 指標について、市

による測定結果を計画別に集計した結果は次のとおりである。 
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① 全ての指標の評価値が目標値に達した計画が 48計画（28.6％） 

② ①には該当しないものの、全ての指標の評価値が目標達成度 7割以

上の計画が 18計画（10.7％） 

③ ①及び②には該当しないものの、複数の指標のうち 1指標以上の評

価値が目標達成度 7割以上の計画が 91計画（54.2％） 

④ ①から③のいずれにも該当せず、全ての指標の評価値が目標達成度

7割未満の計画が 11計画（6.5％） 

 

(ｲ) 効果の発現状況 

上記ア(ｲ)の地域再生計画と同様に、調査対象とした 171 計画の 577

指標から、ⅰ）指標が測定されていない 9指標、ⅱ）効果の把握ができ

ていないと認められる 27 指標及びⅲ）アウトプット指標 119 指標を除

く 162 計画 430 指標について、市による測定結果を計画別に整理した

（注）。 

（注）ⅰ）、ⅱ）又はⅲ）に重複して該当する指標があるため、577指標からⅰ）、ⅱ）

及びⅲ）の合計である 155指標を除いても 430指標とはならない。 

その結果、 

① 全ての指標の評価値が目標値に達した計画が 58計画（35.8％）（う

ち未測定等指標が含まれるものが 7計画）、 

② ①には該当しないものの、全ての指標の評価値が目標達成度 7割以

上の計画が 12 計画（7.4％）（うち未測定等指標が含まれるものが 2

計画）、 

③ ①及び②には該当しないものの、複数の指標のうち 1指標以上の評

価値が目標達成度 7割以上の計画が 73計画（45.1％）、 

④ ①から③までのいずれにも該当せず、全ての指標の評価値が目標達

成度 7割未満の計画が 19計画（11.7％） 

であった。 

 

こうしたことから、都市再生整備計画については、一定の効果が発現

しているとみられる。 

 

ウ 中心市街地活性化基本計画 

今回調査対象とした 44計画において 148指標が設定されている。 

① 指標の設定数別にみると、2 指標のものが 3 計画（6.8％）、3 指標の

ものが 25 計画（56.8％）、4 指標のものが 13 計画（29.5％）、5 指標の

ものが 3計画（6.8％）となっている。 

② 設定された指標の内容別にみると、歩行者・自転車の通行量が 48 指

標（32.4％）、居住人口が 32 指標（21.6％）、区域内の小売事業者等の

年間販売額（以下「年間商品販売額」という。）が 16 指標（10.8％）、
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計画が実施された地域への観光入込客数が 13 指標（8.8％）、空き店舗

の数等が 10指標（6.8％）、公共公益施設等の利用者数が 10指標（6.8％）

などとなっており、アウトプット指標や地域住民等の満足度は指標とし

て設定されていない。 

③ 計画期間別にみると、4 年以上 5年未満のものが 15計画（34.1％）、

5 年以上 6 年未満のものが 25 計画（56.8％）、6 年以上のものが 4 計画

（9.1％）となっている。 

 

(ｱ) 目標の達成状況に関する市の認識等 

計画全体の総合的な目標の達成状況の認識について、計画を作成した

市から聴取したところ、次のとおり回答があった。 

① 「目標を達成した（かなり活性化が図られた）」が 3計画（6.8％） 

② 「目標を達成しないものの一定程度効果があった」が 37 計画

（84.1％） 

③ 「目標を達成しなかった」と回答があった計画は 4 計画（9.1％）

あり、うち「計画作成時と変化なし」が 2 計画、「計画作成時より悪

化」が 2計画 

④ 「分からない」と回答があった計画はない。 

また、調査対象とした 44 計画 148 指標について、市による測定結果

を計画別に集計した結果は、次のとおりである。 

① 全ての指標の評価値が目標値に達した計画及び全ての指標の評価

値が目標達成度 7割以上の計画はない。 

② ①には該当しないものの、複数の指標のうち 1指標以上の評価値が

目標達成度 7割以上の計画が 27計画（61.4％） 

③ ①及び②のいずれにも該当せず、全ての指標の評価値が目標達成度

7割未満の計画が 17計画（38.6％） 

 

(ｲ) 効果の発現状況 

地域再生計画及び都市再生整備計画と同様に、調査対象とした 44 計

画の 148指標から、効果の把握ができていないと認められる 2指標を除

く 44 計画 146指標について、市による測定結果を計画別に整理した。 

その結果、 

① 全ての指標の評価値が目標値に達した計画及び全ての指標の評価

値が目標達成度 7割以上の計画はなく、 

② ①には該当しないものの、複数の指標のうち 1指標以上の評価値が

目標達成度 7割以上の計画が 26計画（59.1％）、 

③ ①及び②のいずれにも該当せず、全ての指標の評価値が目標達成度

7割未満の計画が 18計画（40.9％） 

であった。 
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こうしたことから、6.8％の計画を作成した市が「目標を達成した」、

84.1％の計画を作成した市が「一定程度効果があった」と回答している

ものの、地域再生計画及び都市再生整備計画と比べても、中心市街地活

性化基本計画については所期の効果が発現しているとみることは困難

である。 

 

(ｳ) 目標の達成状況に関する市の認識として「目標を達成した」などと回

答した主な理由 

上記(ｱ)及び(ｲ)のとおり、計画全体の総合的な目標の達成状況に関す

る市の認識と効果の発現状況の間には差異が認められる。 

計画を作成した市が自らの中心市街地活性化の取組に対して「目標を

達成した」又は「一定程度効果あり」と回答があった合計 40計画（注）

について、当該市は、次のとおり理由を挙げていた。 

① 特定の指標が目標値に達したとするもの（15計画） 

② 目標値に達しないものの、設定した指標のうち 1指標以上の評価値

が基準値を上回ったとするもの（14 計画） 

③ 目標値に達しないものの、計画期間中に落ち込みをみせていた数値

に改善の傾向があるとするもの（9計画） 

④ 目標としていた人口増加には至らなかったものの、人口減に歯止め

がかかった又は増加の兆しがあるとするもの（8計画） 

⑤ その他、計画期間中は基準値を上回っていた指標もあったが、東日

本大震災や長引く不況の影響で評価値を測定する段階では基準値を

下回ったとするもの等（5計画） 

（注）複数の理由を挙げたものがあるため、上記①から⑤までの合計は 40 計画となら

ない。 

一方、「目標を達成しなかった」と回答があった 4 計画について、当

該市は、次のとおり理由を挙げていた。 

① 基準値より評価値が改善した指標はあるものの、効果がみられたの

が、中心市街地内の一部の地点に限られており、中心市街地が全体的

に活性化したという実感がないとするもの（計画作成時と変化なし） 

② 設定した 3指標のうち 2指標の評価値が基準値を下回ったものの事

業の進捗がおおむね順調であり、少なくとも計画実施により悪影響が

あったとはいえないとするもの（計画作成時と変化なし） 

③ 計画期間中に老舗デパートの閉店があり、主要事業も未完了のため

にぎわいと回遊性の向上には至っていないとするもの（計画作成時よ

り悪化） 

④ 計画期間中に大型店舗が相次いで撤退し、公共事業も計画期間中に

完了に至らず事業効果が上がっていないとするもの（計画作成時より

悪化） 
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(ｴ) 前回調査（平成 16年 9月勧告）結果との比較 

総務省（行政評価局）は、平成 16年 9月 15 日に公表した「中心市街

地の活性化に関する行政評価・監視」（以下「前回調査」という。）にお

いて、中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体

的な推進に関する法律（平成 10年法律第 92 号）に基づく取組について、

「中心市街地の活性化が図られていると認められる市町は少ない」とし

て、①基本計画の的確な作成、②事業の着実な実施、③基本計画の見直

し等について、関係省に対し勧告を行った。 

前回調査においては、中心市街地活性化の状況について、ⅰ）計画作

成前後の中心市街地の①人口、②商店数、③年間商品販売額、④事業所

数及び⑤事業所従業者数の推移、ⅱ）これら①から⑤の統計データの市

町の値に占める中心市街地の値の占める割合の推移、ⅲ）これら①から

⑤の統計データの中心市街地の数値の推移と全国値の推移との比較等

により分析を行っている。 

今回、これらの統計データのうち、現在もデータが把握可能な中心市

街地の①人口、②事業所数及び③事業所従業者数について、調査対象と

した 42 市における中心市街地活性化基本計画のおおむね作成前後のデ

ータを把握し、上記と同様の比較を行った。さらに、人口 10 万人以上

の市を調査対象としたことから、併せて前回調査で調査対象とした 121

市町のうち人口 10万人以上の 55市との比較を行った。 

その結果は、次のとおり、前回調査と比べ、中心市街地の人口につい

ては、増加・上昇した市の割合が大きくなっており、中心市街地の事業

所数及び事業所従業者数については、減少・低下している市の割合が更

に大きくなっている。 

① 中心市街地の人口については、前回調査においては、121市町中 84

市町（69.4％）が減少し、人口 10万人以上の 55市でみると、減少し

ていたのは 31 市（56.4％）であったが、今回調査では減少した市は

42 市中 22市（52.4％）にとどまっている。また、今回調査で増加し

た 20 市のうち 11市は、市全体の人口が減っているにもかかわらず、

中心市街地の人口が増加している。 

中心市街地の人口と当該市町の全人口に占める割合についてみる

と、前回調査においては、121市町中 87市町（71.9％）が低下し、人

口 10万人以上の 55市でみてもその割合が低下した市は 55市中 34市

（61.8％）あったが、今回調査では低下していたのは 42 市中 17 市

（40.5％）にとどまり、上昇した市の方が多くなっている。 

② 中心市街地の事業所数については、前回調査においては、120市町

（注）中 112 市町（93.3％）が減少し、人口 10 万人以上の 55 市でみ

ると、減少していたのは 51 市（92.7％）であったが、今回調査では

42 市全てで減少していた。 
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（注）121市町から、中心市街地内の事業所数が把握できない 1町を除外している（以

下同じ。）。 

中心市街地の事業所数が当該市町の全事業所数に占める割合につ

いてみると、前回調査においては、120 市町中 103 市町（85.8％）が

低下し、人口 10万人以上の 55市でみてもその割合が低下していた市

は 55 市中 45市（81.8％）であったが、今回調査では低下しているの

は 42市中 28市（66.7％）と、低下した割合が小さくなっている。 

③ 中心市街地の事業所従業者数については、前回調査においては、120

市町中 100市町（83.3％）が減少し、人口 10万人以上の 55市でみる

と、減少していたのは 43 市（78.2％）であったが、今回調査では事

業所数と同様に 42市全てで減少していた。 

中心市街地の事業所従業者数が当該市町の全事業所従業者に占め

る割合についてみると、前回調査においては、120 市町中 87 市町

（72.5％）が低下し、人口 10万人以上の 55市でみてもその割合が低

下した市は 55市中 38市（69.1％）あったが、今回調査では低下した

市は 42市中 30市（71.4％）であり、前回調査と同様の結果となった。 

また、①から③まででみた調査対象とした 42 市における統計データ

の各中心市街地の指数の平均値について、全国値の推移と比較した結果

は次のとおりであり、人口については、全国値の推移が微減である中、

中心市街地においては微増となっていた。 

ⅰ）人口については、全国値は、平成 18年と比較して 27年は 0.7ポイ

ント減少しているのに対して、42 市の中心市街地の平均値は 0.9 ポ

イント増加している。 

ⅱ）事業所数については、全国値は、平成 21年と比較して 24年は 9.1

ポイント減少しているのに対して、42市の中心市街地の平均値は 9.6

ポイント減少と同様の推移であった。 

ⅲ）事業所従業者数については、全国値は、平成 21年と比較して 24年

は 8.5 ポイント減少しているのに対して、42 市の中心市街地の平均

値は 11.9ポイント減少しており、やや減少幅が大きかった。 

       

(ｵ) 内閣府の対応等 

内閣府による政策評価結果及び有識者による中心市街地活性化施策

の評価、今後の取組について調査した結果は次のとおりである。 

① 行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年法律第 86号）

に基づく政策評価結果（内閣府） 

内閣府は、中心市街地活性化基本方針第 2章 6(2)に基づき、政府全

体の中心市街地活性化施策の実施状況について評価を行っている。同

府は、「平成 26年度実施施策に係る政策評価書」（平成 27年 9月）に

おいて、中心市街地活性化基本計画の認定施策について、「進展が大
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きくない」と評価しており、その判断根拠は次のとおりとしている。 

ⅰ）平成 26 年度末で基本計画が終了した市町村において、基本計画

で定めた指標の評価値が基準値を上回ったものは、64 指標のうち

28 指標（約 44％）と目標値（60％）を達成できなかったが、昨年

度の実績値（約 41％）からは改善がみられる。 

ⅱ）当該指標は、市町村が計画期間内において、中心市街地活性化の

ための各種事業に取り組んだ直接的な効果を測定するものであり、

施策の目標に照らすと主要な指標であると考える。 

なお、「平成 25年度実施施策に係る政策評価書」（平成 26年 8月）

においても、同じく「進展が大きくない」と評価しており、その判断

根拠は平成 26年度のものと同様である。 

また、内閣府は、この結果を踏まえ、次のとおり今後の取組へ反映

していくとしている。 

「平成 25年度実施施策に係る政策評価書」においては、 

ⅰ）中心市街地活性化法の改正により、中心市街地への来訪者を増加

させるなどの効果が高い民間プロジェクトを認定し重点支援を講

ずる制度を創設するとともに、民間事業者等による商業等の機能整

備に対する補助といった各省庁の予算措置を通じて、中心市街地へ

の民間投資の喚起を図っていく 

ⅱ）中心市街地活性化基本方針の改正により、基本計画のＰＤＣＡサ

イクルの強化、中心市街地活性化協議会の機能強化などの制度・運

用の見直しを行った 

としている。 

「平成 26年度実施施策に係る政策評価書」においては、 

ⅰ）平成 26 年度の法改正等による新たな支援措置の創設及び認定要

件の緩和、地域再生計画との連携等の制度の改善・見直しを行って

おり、この新たな制度等の活用を促進し、認定数の更なる増加に努

めることで、中心市街地活性化が地方都市全体の活力の向上を図る

ための施策として一層活用されるよう、現在の目標を維持し、引き

続き推進していく 

ⅱ）市町村との対面協議や現地調査を通じたきめ細かいコンサルティ

ングの実施に加え、毎年実施されるフォローアップを通じて、計画

の実施状況を確認し、目標達成を目指していく 

としている。 

  

② 「中心市街地活性化推進委員会」の報告書 

内閣府においては、中心市街地活性化施策の今後の方向性と具体的

な取組の在り方を検討するため、平成 25 年 7 月から、学識経験者等

の委員で構成されている「中心市街地活性化推進委員会」を開催し、
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同年 12月に「中心市街地活性化に向けた制度・運用の方向性」（以下

「制度・運用の方向性」という。）を取りまとめた。 

その中で、「法改正後 7年が経過した現在、平成 24年度末までに基

本計画期間が終了した市町村において、目標を達成した評価指標は全

体の 29％であり、基本計画全体での目標達成状況は芳しくない」とし、

また、国の役割の一つとして、府省連携による中心市街地活性化施策

の総合的かつ一体的な推進に加え、中心市街地活性化制度の理念・意

義についての市町村関係者への積極的な周知や市町村の規模等に応

じた成功例の提示が挙げられている。さらに、こうした成功例の提示

に倣って各市町村が中心市街地活性化に取り組むことが期待される

としている。 

 

これまで、内閣府は、計画期間が終了した中心市街地活性化基本計画

について、各市町村が実施した自己評価の結果を取りまとめ、毎年度、

目標値に達した指標がある計画の一部を「好取組事例」として紹介して

いる。しかし、「制度・運用の方向性」で指摘されているような、市町

村の規模等に応じた成功例の提示はしていない。 

 

【所見】 

したがって、内閣府は、認定制度創設後約 10 年間経過した現在において

も目標達成状況が芳しくなく、また、同府の政策評価においても 2年連続で

進展が大きくないとしていることを踏まえて、中心市街地活性化施策を効果

的に推進する観点から、次の措置を講ずる必要がある。 

① 「制度・運用の方向性」で指摘された市町村の規模等に応じた成功例の

提示を速やかに行うなど、効果の発現のための取組を強力に行うこと。 

② ①を行うとともに、改めて目標達成が困難となっている原因の分析を行

い、必要な改善方策を検討及び実施すること。 
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【参考】 最近の我が国の主な経済情勢の動向（概要） 

今回、調査対象とした計画は平成 18年度から 20年度までの間に認定・開始等されてお

り、計画期間終期の大宗は 21年度以降である（291計画中 278 計画（95.5％））。 

この計画期間前後の経済情勢の概要は次のとおりである。 

 

① 平成 14年後半以降のイラク情勢の緊迫化とそれに続くイラク戦争の勃発、あるいは重

症急性呼吸器症候群（ＳＡＲＳ）の感染者の増加、感染地域の拡大の問題が終息に向か

った 15 年半ばから景気は持ち直した。 

② その後、一時的に踊り場を向かえ景気回復のテンポが緩やかになった年もみられるも

のの、民間需要中心の経済成長が続き、平成 15年度から 19年度までの名目ＧＤＰは、

毎年 0.2％から 0.8％までの間で増加し、19年度は 14年度と比較すると 3.0％の増加が

みられる。 

③ 平成19年末頃に遭遇したアメリカのサブプライム住宅ローン問題に端を発した金融不

安、景気の減速、原油・原材料価格の高騰などから、我が国の景気も緩やかながら弱ま

りを示し、20年 9月に発生したリーマン・ブラザーズ破綻（リーマンショック）後、金

融不安が世界的な金融危機へと発展し、世界景気は一段と下振れ、世界同時不況と呼ぶ

べき事態に至った。こうした中で、日本経済の状況も一変し、外需の大幅な減少に伴う

企業部門の急速な悪化が始まった。 

この間、平成 19年度に 513兆円であった我が国の名目ＧＤＰは、21年度には 474兆円

と 7.6 ポイントも減少している。 

④ リーマンショック後の厳しく深い景気後退は、平成 21年春頃から持ち直しの局面とな

り、23 年 3月に発生した東日本大震災による一時的な落ち込みを乗り越えて、増勢を維

持した。また、平成 26年 4月の消費税引上げに伴う、駆け込み需要の反動により弱い動

きもみられたが、日本経済は、緩やかな回復基調が続いている。 

この間、平成 21年度に 474兆円であった名目ＧＤＰは 22年度に 481 兆円、23年度が

474 兆円、24年度が 474兆円、25年度が 482 兆円、26年度が 490兆円となっている。 

 

このようなことから、平成 19年度までの経済情勢を踏まえると、右上がりを前提とした

計画となりやすいが、19年度以降には、厳しく深い景気後退や東日本大震災による一時的

な落ち込みがあった。 

（注）「国民経済計算確報」（平成 27年 12月 25日内閣府）及び「年次経済財政報告」（平成 15年 10月 24日内閣

府、18年 7月 18日内閣府、19年 8月 7日内閣府、20年 7月 23日内閣府、21年 7月 24日内閣府、22年 7月

23日内閣府、24年 7月 27日内閣府、25年 7月 23日内閣府、26年 7月 25日内閣府）に基づき、当省が取り

まとめた。 
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【参考】 経済財政報告（内閣府）（抜粋） 

○ 平成 15年度年次経済財政報告（平成 15年 10月 24日内閣府）（抜粋） 

2002 年後半以降のイラク情勢の緊迫化とそれに続くイラク戦争の勃発、あるいは重症

急性呼吸器症候群（SARS）の感染者の増加、感染地域の拡大といったこともあり、これ

まで日本の主要な輸出先であったアメリカやアジア地域の経済が減速するに伴って、

日本の輸出の伸びも鈍化していった。これを受け、企業 部門でも、生産の伸びは止ま

り、企業部門における前向きの動きは緩やかになった。その後、2003 年半ばにかけて、

イラク情勢や SARS 問題が終息に向かうとともに、不透明感が後退し、輸出も回復の兆

しをみせている。企業部門における前向きの動きもはっきりとしており、景気は再び持

ち直しに向けた動きをみせている。 

 

○ 平成 18年度年次経済財政報告（平成 18年 7月 18日内閣府）（抜粋） 

日本経済は 2002年初めから景気回復を続けており、景気拡張期間は既に４年を超えて

いるとみられる。日本経済は、2005年央には、前年末から続いた情報化関連部門の調整

や輸出の鈍化等を主因とする踊り場的な状況を脱し、企業部門、家計部門、海外部門が

バランスよく回復する中で、順調に回復を続けている。 

ただし、景気は過去４年間に必ずしも単調に回復してきた訳ではなく、途中、２回に

わたり回復テンポが緩やかになる踊り場的な状況を経てきている。 

 
○ 平成 19年度年次経済財政報告（平成 19年 8月 7日内閣府）（抜粋） 
  2005 年半ばに踊り場的な状況を脱した日本経済は 、2006 年前半にかけて企業部門、

家計部門、海外部門がバランスよく回復したものの、2006 年後半から家計部門に弱さが

みられるようになってきている。実質 GDP 成長率の動きをみると、2005 年度に 2.4％

(1.9％)となった後、2006年度は 2.1％(1.8％)となり、全体としては引き続き民間需要

中心の経済成長が続いている。 
 

○ 平成 20年度年次経済財政報告（平成 20年 7月 23日内閣府）（抜粋） 
 日本の景気回復は、2008年に入ってから足踏み状態にある。その主な原因は、景気回

復６年目の 2007 年、日本経済が遭遇した大きなショックである。アメリカのサブプラ

イム住宅ローン問題に端を発した金融資本市場の変動、原油・原材料価格の高騰は、企

業収益やマインドを圧迫し、企業や家計の行動を慎重化させた。アメリカの景気減速の

直接の影響も現実化し、日本からの輸出にも影響を及ぼし始めた。期待されていた「企

業から家計への景気回復の波及」は、企業部門の好調さが失われ、実現に至っていない。 

  （中略） 

日本経済の状況を包括的に示す国内総生産（GDP）の動向をみると、2007 年度の実質

成長率は、年後半に改正建築基準法の影響（後述）により住宅投資が大きく落ち込んだ

こともあり、前年比 1.5％（1.8％）の伸びとなった。しかし 2008 年に入り、主要な需

要項目である民間消費と設備投資及び生産のいずれもが横ばいとなり（生産はその後弱

含み）、景気回復は足踏み状態が続いている。 

この背景には、原油・原材料価格の高騰と、2007年半ばから急激に世界経済の先行き

不透明感を高めたサブプライム住宅ローン問題の影響がある。それまでも、原油・原材

料価格の高騰は、販売価格への転嫁が困難な企業にとって経常利益の圧迫要因となって

いた。 
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○ 平成 21年度年次経済財政報告（平成 21年 7月 24日内閣府）（抜粋） 

  今回の景気後退は、2008年 9月におけるアメリカのリーマン・ブラザーズ破綻（以下

「リーマンショック」）の前後で 2 つの段階に区分できる。2007 年末頃からリーマンシ

ョック前までがいわば第一段階であり、アメリカを中心とする金融不安、景気の減速、

原油・原材料価格の高騰などから、我が国の景気も緩やかながら弱まりを示した時期で

ある。リーマンショック後の第二段階では、金融不安が世界的な金融危機へと発展し、

世界景気は一段と下振れ、世界同時不況と呼ぶべき事態に至った。こうしたなかで、日

本経済の状況も一変し、外需の大幅な減少に伴う企業部門の急速な悪化が始まった。 
 

○ 平成 22年度年次経済財政報告（平成 22年 7月 23日内閣府）（抜粋） 
 日本経済は、リーマンショック後の厳しく深い景気後退を経て、2009 年春頃から持ち

直し局面にある。ただしこれは輸出や経済対策の効果にけん引された面が依然として強

く、国内民需を中心とする自律的な回復には今一歩の状況である。 
 

○ 平成 24年度年次経済財政報告（平成 24年 7月 27日内閣府）（抜粋） 

 2011 年は 3 月の大震災から立ち直るために多くの努力が費やされた一年であったが、

我が国経済を取り巻く環境には厳しいものがあった。まず、タイの洪水被害は、大震災

で痛手を受けた我が国企業にとって、生産ネットワークが様々なリスクにさらされてい

ることを改めて痛感させる出来事であった。また、ギリシャの債務問題に端を発する欧

州政府債務危機の顕在化は、リーマンショックによって明らかになった経済の歪みがい

まだ是正されていないことを示した。欧州やアメリカ経済の成長鈍化は、中国を始めと

するアジアの輸出鈍化へとつながり、最終的には我が国に対しても、輸出の伸び悩みと

いう形で影響することとなった。 

2009 年から持ち直しを続けてきた我が国経済は、2011年に生じた大震災による一時的

な落ち込みを乗り越えて、増勢を維持してきた。その背景には、消費や公需（政府消費

及び投資）がプラスに寄与したことに加え、2011 年後半にタイの洪水被害によって落ち

込んだ輸出が 2012年にはプラスに転じたこともある。 
 

○ 平成 25年度年次経済財政報告（平成 25年 7月 23日内閣府）（抜粋） 

 景気の持ち直しはリーマンショック後 2 回目となる。リーマンショックの影響で急速

に悪化した景気は、2009 年 1－3 月期に底入れし、持ち直しに転じた。実質 GDP は 2011

年前半に大震災の影響で一時的に減少したものの、その後も増勢を維持した。しかし、

2012 年年央にエコカー補助金の効果の一巡を受けて個人消費が減速し、これと同じタイ

ミングで欧州政府債務危機を背景に世界景気が減速する中で輸出が大幅に減少した。こ

のため、景気は急速に弱い動きとなり、実質 GDP は 2012 年 4－6 月期から 2 四半期連続

で減少した。2013年に入って、景気は 2012年年央から続いてきた弱い動きを脱し、2回

目の持ち直しに転じた。 
 

○ 平成 26年度年次経済財政報告（平成 26年 7月 25日内閣府）（抜粋） 

日本経済は、実質 GDP 成長率が 2012 年 10-12 月期以降、6 四半期連続のプラス成長と

なるなど着実に上向いてきた。2014 年 4 月の消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動

により弱い動きもみられるが、緩やかな回復基調が続いている。このように実体経済の

改善が進む中で、物価は緩やかに上昇し、デフレ脱却へ向けて着実に進んでいる。 
（注）1 下線は当省が付した。 

2 平成 23年度に、統計基準が改定された。このため、それ以前の経済財政報告には前基準の成長率が 

掲載されている（（ ）内が現基準のもの。）。 
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表 2-(2)-ア-① 地域再生計画における指標数別計画数 
(単位：計画、％) 

指 標 数 計 画 数 

指標なし 2 （2.6） 

1指標 12（15.8） 

2指標 18（23.7） 

3指標 15（19.7） 

4指標 9（11.8） 

5指標以上 20（26.3） 

合    計 76 （100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。なお、割合は小数第 2位を四捨五入しているため、合計

が 100％にならない。 

 
表 2-(2)-ア-② 地域再生計画における指標設定内容 

(単位：指標、％) 

指 標 種 類 指 標 数 

アウトプット指標（事業量、事業の実施率等） 65(23.6) 

雇用者・従業者の創出数 48(17.4) 

計画が実施された地域への観光入込客数 22 (8.0) 

研修・講演会などの参加者数 20 (7.2) 

計画が実施された地域で新たに活動を開始したボランティア団体等の数 12 (4.3) 

生産額・製品出荷額 10 (3.6) 

地域コミュニティ活動への参加者数 10 (3.6) 

事業所数等 9 (3.3) 

水質改善に係る指標（ＢＯＤ等） 7 (2.5) 

イベント参加者数 7 (2.5) 

その他(公共施設利用者数、居住人口、満足度、相談件数等) 66(23.9) 

合    計 276 (100) 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。割合は小数第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない。 

 
表 2-(2)-ア-③ 地域再生計画における計画期間別計画数 

(単位：計画、％) 

計 画 期 間 計 画 数 

3年未満 25（32.9） 

3年以上 5 年未満 22（28.9） 

5年以上 6 年未満 19（25.0） 

6年以上 10（13.2） 

合   計 76 （100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。 
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表 2-(2)-ア-④ 地域再生計画を作成した市の目標の達成状況に関する認識 
(単位：計画、％) 

区     分 計 画 数 

目標を達成した（かなり活性化が図られた） 32（42.1） 

目標を達成しないものの一定程度効果があった 37（48.7） 

目標を達成しなかった（計画作成時と変化なし） 0 （0.0） 

目標を達成しなかった（計画作成時より悪化） 0 （0.0） 

分からない 7 （9.2） 

合     計 76 （100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。 
 
 
表 2-(2)-ア-⑤ 地域再生計画の指標の目標達成状況 

(単位：計画、％) 

区    分 計 画 数 

ⅰ）目標達成 20（29.4） 

目標 

未達成 

ⅱ）目標達成度全 7割以上 

48(70.6) 

11（16.2） 

ⅲ）目標達成度 7割以上あり 32（47.1） 

ⅳ）目標達成度 7割以上なし 5 （7.4） 

小  計 68(100) 

指標が設定されていない又は一つも評価値が測定

されていない 
8 

合  計 76 

（注）1 当省の調査結果による。  

     2 「目標達成度 7割以上」とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標値までの間の値で除した割

合が 7割以上に達したものをいう。 

3 基準値 100の指標を 80で下げ止める、基準値 80の指標を 80で維持するなどの下げ止まり・維持を目標として

設定している指標については、目標達成度を注 2により算出することができないため、目標を達成していなけれ

ば目標達成度 7割に達していないものとした。 

4 （ ）内は割合を示す。なお、割合は小数第 2 位を四捨五入しているため、合計が必ずしも 100％にならな

い。 
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表 2-(2)-ア-⑥ 地域再生計画の効果の発現状況等 

表 2-(2)-ア-⑥-ⅰ 地域再生計画の効果の発現状況 

(単位：計画、％) 

区    分 計 画 数 

効
果
の
発
現
状
況 

小計（ⅰ）＋ⅱ）＋ⅲ）＋ⅳ）） 62 （100）

 目標達成度 7 割以上あり（ⅰ）＋ⅱ）＋ⅲ）） 52（83.9）

 目標達成度全 7割以上（ⅰ）＋ⅱ）） 30（48.4）

 ⅰ）目標達成 23（37.1）

ⅱ）目標達成度全 7 割以上 7（11.3）

ⅲ）目標達成度 7割以上あり 22（35.5）

ⅳ）目標達成度 7割以上なし 10（16.1）

評

価

で

き

な

い 

指標が設定されていない又は一つも評価値が測定されていない 8 

全ての指標の測定方法等が適切ではなく効果の把握ができて

いない 
0 

アウトプット指標のみ 6 

合  計 76 

（注）1 当省の調査結果による。  

     2 「目標達成度 7 割以上」とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標値までの間の値で除した

割合が7割以上に達したものをいう。 

3 基準値 100 の指標を 80 で下げ止める、基準値 80 の指標を 80 で維持するなどの下げ止まり・維持を

目標として設定している指標については、目標達成度を注 2 により算出することができないため、目標

を達成していなければ目標達成度 7割に達していないものとした。 

4 （ ）内は、当省が未測定等指標及びアウトプット指標を除いて整理した 62 計画を母数とした割合

を示す。 
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表 2-(2)-ア-⑥-ⅱ 全ての指標が目標値を達成又は達成度全 7割以上の計画の内訳 

(単位：計画、％) 

区   分 計 画 数 

目標達成 
23

（37.1）

 ① 全てアウトカム指標の計画（未測定等指標を含む計画を除く） 8

未測定等指標（②＋③）を含む計画 8

 ② 未測定の指標を含む計画 5

③ 測定方法等が不適切な指標を含む計画 3

④ アウトプット指標を含む計画 11

目標達成度全 7割以上 
7

（11.3）

 ① 全てアウトカム指標の計画（未測定等指標を含む計画を除く） 5

未測定等指標（②＋③）を含む計画 1

 ② 未測定の指標を含む計画 1

③ 測定方法等が不適切な指標を含む計画 0

④ アウトプット指標を含む計画 1

合   計 
30

（48.4）

（注）1 当省の調査結果による。  

2 「目標達成度 7 割以上」とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標値までの間の値で

除した割合が 7割以上に達したものをいう。 

3 基準値 100 の指標を 80 で下げ止める、基準値 80 の指標を 80 で維持するなどの下げ止まり・維持を目

標として設定している指標については、目標達成度を注 2により算出することができないため、目標を

達成していなければ目標達成度 7割に達していないものとした。 

4 （ ）内は、当省が未測定等指標及びアウトプット指標を除いて整理した 62 計画を母数とした割合を

示す。 

5 「②未測定の指標を含む計画」、「③測定方法等が不適切な指標を含む計画」又は「④アウトプット指

標を含む計画」に重複して該当する計画は、それぞれに計上している。 

 

- 162 -



【
参
考
】
 
地
域
再
生
計
画
の
効
果
の

発
現
状
況
と
目
標
の
達
成
状
況
に
関
す
る
市
の
認
識
 

(
単

位
：

計
画

、
％

)
 

効
果
の
発

現
状

況
 

目
標

の
達

成
状

況
に
関

す
る

市
の
認

識
 

区
 
 
 

 
分
 

計
 
画

 
数

目
標
達
成
 

一
定
程
度
 

成
果
あ
り
 

目
標
未
達
成
 

（
変
化
な
し
）
 

目
標
未
達
成
 

（
悪
化
）
 

分
か
ら
な
い
 

小
 

計
 

（
ⅰ

）
＋
ⅱ

）
＋

ⅲ
）

＋
ⅳ

））
 

6
2

（
1
0
0
）

2
7

（
35

.5
）

3
2 

（
4
2
.
1
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

3

（
3
.
9
）

 

目
標

達
成
度

7
割

以
上

あ
り

 
 

（
ⅰ

）
＋
ⅱ

）
＋

ⅲ
））

 

5
2

（
83

.9
）

2
7

（
35

.5
）

2
4 

（
3
1
.
6
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

1

（
1
.
3
）

 
目

標
達

成
度
全

7
割

以
上

 
 

（
ⅰ

）
＋
ⅱ

））
 

3
0

（
48

.4
）

1
8

（
23

.7
）

1
2 

（
1
5
.
8
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

 
ⅰ

）
目

標
達

成
 

2
3

（
37

.1
）

1
5

（
19

.7
）

8 

（
1
0
.
5
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

ⅱ
）

目
標
達

成
度

全
7
割
以

上
 

7

（
11

.3
）

3

（
3
.
9
）

4 

（
5
.
3
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

ⅲ
）

目
標
達

成
度

7
割

以
上

あ
り

 
2
2

（
35

.5
）

9

（
11

.8
）

1
2 

（
1
5
.
8
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

1

（
1
.
3
）

ⅳ
）

目
標
達

成
度

7
割

以
上

な
し

 
1
0

（
16

.1
）

0

（
0
.
0
）

8 

（
1
0
.
5
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

2

（
2
.
6
）

評
価

で
き
な

い
 

1
4

5

（
6
.
6
）

5 

（
6
.
6
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

4

（
5
.
3
）

合
 

 
計
 

7
6

3
2

（
42

.1
）

3
7 

（
4
8
.
7
）
 

0

（
0
.
0
）

0

（
0
.
0
）

7

（
9
.
2
）

（
注
）
1
 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 
 

2
 
「
目
標
達
成
度

7
割
以
上
」
と
は
、
基
準
値
か
ら
評
価
値
ま
で
改
善
し
た
値
を
基
準
値
か
ら
目
標
値
ま
で
の
間
の
値
で
除
し
た
割
合
が

7
割
以
上
に
達
し
た
も
の
を
い
う
。
 

3
 
基
準
値

10
0
の
指
標
を

80
で
下
げ
止
め
る
、
基
準
値

80
の
指
標
を

80
で
維
持
す
る
な
ど
の
下
げ
止
ま
り
・
維
持
を
目
標
と
し
て
設
定
し
て
い
る
指
標
に
つ
い
て
は
、
目
標
達
成
度
を
注

2
に

よ
り
算
出
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
目
標
を
達
成
し
て
い
な
け
れ
ば
目
標
達
成
度

7
割
に
達
し
て
い
な
い
も
の
と
し
た
。
 

4
 
「
効
果
の
発
現
状
況
」
欄
の
（
 
）
内
は
、
当
省
が
未
測
定
等
指
標
及
び
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
指
標
を
除
い
て
整
理
し
た

6
2
計
画
を
母
数
と
し
た
割
合
を
示
す
。
「
目
標
の
達
成
状
況
に

関
す
る
市
の
認
識
」
欄
の
（
 
）
は
、
調
査
対
象
と
し
た

7
6
計
画
を

母
数
と
し
た
割
合
を
示
す
。
な
お
、
割
合
は
小
数
第

2
位
を
四
捨

五
入
し
て
い
る
た
め
、
合
計
が
必
ず
し
も

1
0
0
％

に
な
ら
な
い
。
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【参考】 目標達成度 7割以上の指標がある計画において、目標の達成状況に関する

認識を「分からない」としている主な理由 

主な理由 

目標を達成できた指標、達成できなかった指標がそれぞれあり、総合評価としては一概

に言えないため。 
（注）当省の調査結果による。 

 

 

表 2-(2)-ア-⑦ 地域再生基本方針（平成 17 年 4 月 22 日閣議決定）（抜粋） 

１ 地域再生の意義及び目標 

１）地域再生の意義 
２）地域再生の目標 

地域再生の推進により実現すべき目標は、次の２つである。  
① 個々の地域において、地域の特性、資源を顕在化させ、これらを有効に活用した

地域産業の振興、生活環境の改善、観光・交流の促進等の地域の創意工夫を凝らし

た具体的な取組を推進することにより、自主的・自立的で持続可能な地域の形成を

図ること  
② 地域の創意工夫を凝らした取組の成果として地域再生の成功事例を示すことによ

り、他の地域における取組を刺激し、多様な分野での地域再生の取組の総体として、

全国的な規模での地域の活力の増進を図ること 
（注）下線は当省が付した。 
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表 2-(2)-ア-⑧ 平成 26 年度実施施策に係る政策評価書（平成 27 年 9 月）（抜粋） 

（注）下線は当省が付した。 
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表 2-(2)-イ-① 都市再生整備計画における指標数別計画数 
(単位：計画、％) 

指 標 数 計 画 数 

2 指標 12 （7.0） 

3 指標 103（60.2） 

4 指標 38（22.2） 

5 指標以上 18（10.5） 

合 計 171 （100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。なお、割合は小数第 2 位を四捨五入しているため、合計が

100％にならない。 

 

表 2-(2)-イ-② 都市再生整備計画における指標設定内容 
(単位：指標、％) 

指 標 種 類 指 標 数 

アウトプット指標（事業量、事業の実施率等） 119 (20.6) 

地域住民等の満足度 91 (15.8) 

公共公益施設等の利用者数 64 (11.1) 

歩行者・自転車の通行量 57 (9.9) 

居住人口 46  (8.0) 

計画が実施された地域への観光入込客数 43 (7.5) 

鉄道駅、停留所等乗降客数 23 (4.0) 

イベント参加者数 15 (2.6) 

地域コミュニティ活動への参加者数 14 (2.4) 

電車、バス等利用者数（乗車数） 11 (1.9) 

その他(空き店舗率、雇用者・従業者数、宿泊客数等) 94 (16.3) 

合    計 577  (100) 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。割合は小数第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％に

ならない。 

 

表 2-(2)-イ-③ 都市再生整備計画における計画期間別計画数 
(単位：計画、％) 

計 画 期 間 計 画 数 

5 年未満 15 （8.8） 

5 年 155（90.6） 

5 年超 1 （0.6） 

合 計 171 （100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 計画期間と都市再生法第47条第2項に基づく交付金の交付期間が異なる計画につい

ては、交付期間で区分している。 

3 （ ）内は割合を示す。 
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表 2-(2)-イ-④ 都市再生整備計画を作成した市の目標の達成状況に関する認識 

(単位：計画、％) 

区     分 計 画 数 

目標を達成した（かなり活性化が図られた） 82（48.0）

目標を達成しないものの一定程度効果があった 86（50.3）

目標を達成しなかった（計画作成時と変化なし） 0 （0.0）

目標を達成しなかった（計画作成時より悪化） 0 （0.0）

分からない 3 （1.8）

合     計 171 （100）

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。なお、割合は小数第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない。 

 

 

表 2-(2)-イ-⑤ 都市再生整備計画の指標の目標達成状況 

(単位：計画、％) 

区    分 計 画 数 

ⅰ）目標達成 48（28.6） 

目標 
未達成 

ⅱ）目標達成度全 7割以上 

120(71.4)

18（10.7）

ⅲ）目標達成度 7割以上あり 91（54.2）

ⅳ）目標達成度 7割以上なし 11 （6.5）

小  計 168(100) 

指標の評価値が一つも測定されていない 3 

合  計 171 

（注）1 当省の調査結果による。  

     2 「目標達成度7割以上」とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標値までの間の値で除した割

合が7割以上に達したものをいう。 

3 基準値100の指標を80で下げ止める、基準値80の指標を80で維持するなどの下げ止まり・維持を目標として

設定している指標については、目標達成度を注2により算出することができないため、目標を達成していなけれ

ば目標達成度7割に達していないものとした。 
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表 2-(2)-イ-⑥ 都市再生整備計画の効果の発現状況等 

 

表 2-(2)-イ-⑥-ⅰ 都市再生整備計画の効果の発現状況 

(単位：計画、％) 

区    分 計 画 数 

効
果
の
発
現
状
況 

小計（ⅰ）＋ⅱ）＋ⅲ）＋ⅳ）） 162 （100） 

 目標達成度 7 割以上あり（ⅰ）＋ⅱ）＋ⅲ）） 143（88.3） 

 目標達成度全 7割以上（ⅰ）＋ⅱ）） 70（43.2） 

 ⅰ）目標達成 58（35.8） 

ⅱ）目標達成度全 7 割以上 12 （7.4） 

ⅲ）目標達成度 7割以上あり 73（45.1） 

ⅳ）目標達成度 7割以上なし 19（11.7） 

評
価
で
き
な
い 

指標の評価値が一つも測定されていない 3 

全ての指標の測定方法等が適切ではなく効果の把握がで

きていない 
3 

アウトプット指標のみ 3 

合  計 171 

（注）1 当省の調査結果による。  

     2 「目標達成度7割以上」とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標値までの間の値で

除した割合が7割以上に達したものをいう。 

3 基準値100 の指標を80で下げ止める、基準値80の指標を80で維持するなどの下げ止まり・維持を

目標として設定している指標については、目標達成度を注2により算出することができないため、目標

を達成していなければ目標達成度7割に達していないものとした。 

4 （ ）内は、当省が未測定等指標及びアウトプット指標を除いて整理した 162 計画を母数とし

た割合を示す。 
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表 2-(2)-イ-⑥-ⅱ 全ての指標が目標値を達成又は達成度全 7割以上の計画の内訳 

(単位：計画、％) 

区   分 計 画 数 

目標達成 
58

（35.8）

 ① 全てアウトカム指標の計画（未測定等指標を含む計画を除く） 18

未測定等指標（②＋③）を含む計画 7

 ② 未測定の指標を含む計画 0

③ 測定方法が不適切な指標を含む計画 7

④ アウトプット指標を含む計画 36

目標達成度全 7割以上 
12

（7.4）

 ① 全てアウトカム指標の計画（未測定等指標を含む計画を除く） 6

未測定等指標（②＋③）を含む計画 2

 ② 未測定の指標を含む計画 0

③ 測定方法が不適切な指標を含む計画 2

④ アウトプット指標を含む計画 5

合   計 
70

（43.2）

（注）1 当省の調査結果による。  

2 「目標達成度 7割以上」とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標値までの間の値で

除した割合が 7割以上に達したものをいう。 

3 基準値 100 の指標を 80 で下げ止める、基準値 80 の指標を 80 で維持するなどの下げ止まり・維持を

目標として設定している指標については、目標達成度を注 2により算出することができないため、目標

を達成していなければ目標達成度 7割に達していないものとした。 

4 （ ）内は、当省が未測定等指標及びアウトプット指標を除いて整理した 162 計画を母数とした割合

を示す。 

5 「②未測定の指標を含む計画」、「③測定方法等が不適切な指標を含む計画」又は「④アウトプット指

標を含む計画」に重複して該当する計画は、それぞれに計上している。 
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【参考】 目標達成度 7割以上の指標がある計画において、目標の達成状況に関する

認識を「分からない」としている主な理由 

主な理由 

土地区画整理事業が終了し、地区住民の土地利用によるまちづくりが行われてからでな

ければ、都市再生整備計画による取組が、地域活性化にどの程度貢献するかは分からない。

効果の程度は、その後の状況次第による。 
（注）当省の調査結果による。 

 

 

表 2-(2)-ウ-① 中心市街地活性化基本計画における指標数別計画数 

(単位：計画、％) 

指 標 数 計 画 数 

2 指標 3 （6.8） 

3 指標 25（56.8） 

4 指標 13（29.5） 

5 指標 3 （6.8） 

合 計 44 （100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。なお、割合は小数第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％

にならない。 

 

 

表 2-(2)-ウ-② 中心市街地活性化基本計画における指標設定内容 

(単位：指標、％) 

指 標 種 類 指 標 数 

歩行者・自転車の通行量 48(32.4) 

居住人口 32(21.6) 

年間商品販売額 16(10.8) 

計画が実施された地域への観光入込客数 13 (8.8) 

空き店舗の数等 10 (6.8) 

公共公益施設等の利用者数 10 (6.8) 

その他(事業所数、宿泊客数、電車、バス等利用者数等) 19(12.8) 

合    計 148 (100) 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。 

 

 

 

 

- 171 -



表 2-(2)-ウ-③ 中心市街地活性化基本計画における計画期間別計画数 

(単位：計画、％) 

計 画 期 間 計 画 数 

4 年以上 5年未満 15（34.1） 

5 年以上 6年未満 25（56.8） 

6 年以上 4 （9.1） 

合 計 44 （100） 

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。 

 

 

表 2-(2)-ウ-④ 中心市街地活性化基本計画を作成した市の目標の達成状況に関する

認識 

(単位：計画、％) 

区     分 計 画 数 

目標を達成した（かなり活性化が図られた） 3 （6.8）

目標を達成しないものの一定程度効果があった 37（84.1）

目標を達成しなかった（計画作成時と変化なし） 2 （4.5）

目標を達成しなかった（計画作成時より悪化） 2 （4.5）

分からない 0 （0.0）

合     計 44 （100）

（注）1 当省の調査結果による。 

2 （ ）内は割合を示す。なお、割合は小数第 2位を四捨五入しているため、合計が 100％にならない。 

 

 

表 2-(2)-ウ-⑤ 中心市街地活性化基本計画の指標の目標達成状況 

(単位：計画、％) 

区    分 計 画 数 

ⅰ）目標達成 0（0.0） 

目標 

未達成 

ⅱ）目標達成度全 7割以上 

44（100）

0 （0.0）

ⅲ）目標達成度 7割以上あり 27（61.4）

ⅳ）目標達成度 7割以上なし 17（38.6）

小  計 44（100） 

指標の評価値が一つも測定されていない 0 

合  計 44 
（注）1 当省の調査結果による。 

2 目標達成度 7割以上とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標値までの間の値で除した

割合が 7割以上に達したものをいう。 

3 （ ）内は割合を示す。 
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表 2-(2)-ウ-⑥ 中心市街地活性化基本計画の効果の発現状況等 

 (単位：計画、％) 

区    分 計 画 数 

効
果
の
発
現
状
況 

小計（ⅰ）＋ⅱ）＋ⅲ）＋ⅳ）） 44 （100） 

 目標達成度 7割以上あり（ⅰ）＋ⅱ）＋ⅲ）） 26（59.1） 

 目標達成度全 7割以上（ⅰ）＋ⅱ）） 0 （0.0） 

 ⅰ）目標達成 0 （0.0） 

ⅱ）目標達成度全 7割以上 0 （0.0） 

ⅲ）目標達成度 7割以上あり 26（59.1） 

ⅳ）目標達成度 7割以上なし 18（40.9） 

評

価

で

き

な

い 

指標の評価値が一つも測定されていない 0 

全ての指標の測定方法等が適切ではなく効果の把握がで

きていない 
0 

アウトプット指標のみ 0 

合  計 44 

（注）1 当省の調査結果による。  

2 「目標達成度 7割以上」とは、基準値から評価値まで改善した値を基準値から目標値までの間の値で除

した割合が 7割以上に達したものをいう。 

3 （ ）内は割合を示す。 
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【
参
考
】
 
中
心
市
街
地
活
性
化
基
本
計
画
の
効
果
の
発
現
状
況
と
目
標
の
達
成
状
況
に
関
す
る
市
の
認
識
 

(
単
位
：
計
画
、
％
) 

効
果
の
発
現
状
況
 

目
標
の
達

成
状
況
に
関
す
る
市
の
認
識

 

区
 
 
 
 
分
 

計
 
画

 
数
 

目
標

達
成
 

一
定

程
度
 

成
果

あ
り
 

目
標
未
達
成
 

（
変
化
な
し
）
 

目
標
未
達
成
 

（
悪
化
）
 

分
か
ら
な
い
 

小
 

計
 

（
ⅰ

）
＋
ⅱ

）
＋
ⅲ
）
＋
ⅳ
）
）
 

44
 

（
10
0）

 

3 

（
6.
8）

 

37
 

（
84
.1
）
 

2 

（
4.
5）

 

2 

（
4.
5）

 

0 

（
0.
0）

 

 

目
標

達
成
度

7
割
以

上
あ
り
 

（
ⅰ

）
＋
ⅱ
）
＋
ⅲ
）
）
 

26
 

（
59
.1
）

 

2 

（
4.
5）

 

23
 

（
52
.3
）
 

1 

（
2.
3）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

 
目

標
達
成
度
全

7
割
以
上
 

（
ⅰ
）
＋
ⅱ
）
）
 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

 
ⅰ
）
目
標
達
成
 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

ⅱ
）
目
標
達
成
度
全

7
割

以
上
 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

ⅲ
）
目
標
達
成
度

7
割

以
上
あ

り
 

26
 

（
59
.1
）

 

2 

（
4.
5）

 

23
 

（
52
.3
）
 

1 

（
2.
3）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

ⅳ
）

目
標
達
成
度

7
割

以
上
な

し
 

18
 

（
40
.9
）

 

1 

（
2.
3）

 

14
 

（
31
.8
）
 

1 

（
2.
3）

 

2 

（
4.
5）

 

0 

（
0.
0）

 

評
価
で
き
な
い
 

0
 

（
0
.
0
）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

0 

（
0.
0）

 

合
 
 
計
 

4
4 

（
1
00

）
 

3 

（
6.
8）

 

37
 

（
84
.1
）

 

2 

（
4.
5）

 

2 

（
4.
5）

 

0 

（
0.
0）

 

（
注
）

1 
当
省
の
調
査
結
果
に
よ
る
。
 
 

2
 
「

目
標
達
成
度

7
割
以
上
」
と
は
、
基
準
値
か
ら
評
価
値
ま
で
改
善
し
た
値
を
基
準
値
か
ら
目
標
値
ま
で
の
間
の
値
で
除
し
た
割
合
が

7
割
以
上
に
達
し
た
も
の
を
い
う
。
 

3
 
「
効
果
の
発
現
状
況
」
欄
の
（
 
）
内
は

、
当
省
が
未
測
定
等
指
標
を
除
い
て
整
理
し
た

4
4
計
画
を
母
数
と
し
た
割

合
を
示
す

。「
目
標
の
達
成
状
況
に
関
す
る
市
の
認
識
」
欄
の
（
 

）
は
、

調
査
対
象
と
し
た

4
4
計
画
を
母
数
と
し
た
割
合
を
示
す
。
な
お
、
割
合
は
小
数
第

2
位
を
四
捨
五
入
し
て
い
る
た
め
、
合
計
が
必
ず
し
も

1
0
0％

に
な
ら
な
い
。
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【参考】 目標達成度 7割以上の指標がある計画において、目標の達成状況に関する

認識を「目標を達成しなかった」としている主な理由 

主な理由 

中心市街地への観光客の誘客のほか、商店街において飲食店舗、映画館等の商業施設の

整備やイベント実施による市民の誘客、また、増加していた空き店舗が解消されるなど、

一定の効果はあったものの、整備された施設周辺などの一部の地点に限られており、にぎ

わいの全体的な回復に実感がない。 
（注）当省の調査結果による。 

 

 

表 2-(2)-ウ-⑦ 中心市街地活性化基本計画において、目標達成の状況に関する市の

認識として「目標を達成した」などと回答した主な理由等 
 

表 2-(2)-ウ-⑦-ⅰ 中心市街地活性化基本計画において、目標の達成状況に関する市

の認識を「目標を達成した」又は「一定程度効果あり」と回答して

いる主な理由 

（単位：計画） 

効果の発現状況 具体的な内容 計画数 

①特定の指標が

目標値に達した

とするもの 

・ 全体として中心市街地活性化に向けた各種取組がおおむ

ね計画どおりに進捗・完了したことにより、歩行者・自転

車通行量（休日）が増加、空き店舗数が減少し、この二つ

の指標で目標値を達成した。 

・ 各取組により、観光客入込数は目標値を大幅に上回り、

減少が続いていた歩行者通行量は基準値に達していないも

のの減少に歯止めがかかり、緩やかに増加傾向にある。中

心市街地の居住人口は目標値を下回ったものの、市内でも

高齢化率の高い中心市街地において、現状維持に近い数値

で推移することができた。 

・ 本計画に記載された事業はおおむね順調に進捗・完了し

ている。全体として中心市街地活性化に向けた各種取組が

おおむね予定どおりに行われたことにより、まちなかの居

住者数や第 3次産業従業者数は増加し、この 2つの指標は

目標値を達成した。 

15 

②目標値に達し

ないものの、設

定した指標のう

ち 1指標以上の

評価値が基準値

を上回ったとす

るもの 

・ 数値目標の達成には至らなかったものの、中心市街地の

小売業年間商品販売額を除いては、基準値を上回った。ま

た、市民の中心市街地の活性化に対する満足度が高くなっ

てきたことを総合的に勘案すると、中心市街地の活性化は

若干図られたと考えられる。 

・ 設定した 3指標はいずれも目標値を達成していないが、

指標によっては計画策定時（基準値）を上回っているもの

や、下落傾向が底を打ち改善に転じているものもある。こ

れらは、本計画に基づく各種事業の総合的・一体的な推進

による成果であり、中心市街地は改善の兆しがうかがえ、

若干の活性化が図られたものと言える。 

14 
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③目標値に達し

ないものの、計

画期間中に落ち

込みをみせてい

た数値に改善の

傾向があるとす

るもの 

・ 計画期間における中心市街地の状況については、計画策

定中の平成 19年にファッションビルが閉店した影響によ

り、計画期間の前半は歩行者通行量の減少が続いたものの、

観光交流施設が開館した 23年からは増加に転じている。ま

た、居住人口についても、平成 21年まで減少傾向が続いて

いたが、民間の分譲マンションの新築や借上市営住宅の整

備によって、平成 24年度以降は減少傾向に歯止めがかかっ

ている。 

・ 歩行者通行量・路面電車年間乗車人数及び小売年間商品

販売額について、平成 19年から 22年にかけて指標が悪化

したものの、その後は下げ止まり、回復又は横ばいの状況

になるなど、様々な取組が、中心市街地の活性化に一定の

効果をもたらしたものと考えられる。 

9 

④目標としてい

た人口増加には

至らなかったも

のの、人口減に

歯止めがかかっ

た若しくは増加

の兆しがある 

・ 人口減少率が本計画期間前の平成 15年から 19年までが

5.5％減、本計画期間中では 6.8％と減少が進んでいること

に対し、中心市街地では、同期間中に 4.8％減から 3.4％減

に改善されている。 

・ 計画に掲げた成果指標について、数値的な成果を出すま

でには至らなかった。しかし、ⅰ）計画に掲げる取組以外

に、にぎわい創出のための様々な取組が始動してきたこと、

ⅱ）地区内での人口の社会増減をみると増加の兆しが出て

きたこと、ⅲ）市民アンケートでも、中心市街地を訪れる

10代、20代及び 40代の来街頻度が増加していることなど、

成果が現れてきている。 

8 

⑤その他、計画

期間中は基準値

を上回っていた

指標もあった

が、東日本大震

災や長引く不況

の影響で評価値

を測定する段階

では基準値を下

回ったとするも

の等 

・ 歩行者・自転車通行量は、計画最終年度を除いて基準値

を超える値で推移し、一時的には目標値を超えるなど改善

傾向がみられた。観光施設入込数は、平成 21年度から 24

年度までの間で目標値を達成しており、にぎわいの創出に

つながった。しかし、東日本大震災の発生によって大きな

打撃を受け、最新値では歩行者・自転車通行量、観光施設

入込数ともに目標値の達成に至らなかった。 

・ 目標値を達成することはできなかったが、駅周辺を中心

に、まちなか居住や歩行者通行量は増加しており、一定の

活性化が図られたと考える。しかし、一部の地区について

は、商店街、まちづくり団体等によるイベント開催等ソフ

ト施策や都市再開発事業等により新たな活気が生まれつつ

あるものの、リーマンショック以降の景気低迷の影響を受

け、通行量は基準値を下回り、活性化は図られていない。 

5 

（注）1 当省の調査結果による。 

     2 重複して該当する計画があるため、合計は 40計画とならない。 

 

 

 

 

 

 

 

- 176 -



表 2-(2)-ウ-⑦-ⅱ 中心市街地活性化基本計画において、目標の達成状況に関する市

の認識を「目標を達成しなかった」と回答している主な理由 

（単位：計画） 

具体的な内容 計画数 

・ 中心市街地への観光客の誘客のほか、商店街において飲食店舗、映画館等の

商業施設の整備やイベント実施による市民の誘客、また、増加していた空き店

舗が解消されるなど、一定の効果はあったものの、整備された施設周辺などの

一部の地点に限られており、にぎわいの全体的な回復に実感がない。（計画作

成時と変化なし） 

・ 3指標に係る数値目標をいずれも達成できず、うち 2指標で基準値を下回っ

た。しかし、市街地再開発事業等を除く各種事業はおおむね順調に進捗してお

り、それぞれ事業目的に沿った一定の効果は発揮されていることなどから、少

なくとも計画実施により悪影響があったものではない。（計画作成時と変化な

し） 

・ 商店街の核であり市民に親しまれてきた老舗デパートが計画期間中に閉店し

た影響もあり、また、主要事業が工事途中の状況であったことから、にぎわい

と回遊性の向上には至らず目標を達成できなかった。（計画作成時より悪化） 

・ 計画期間中の大型店の相次ぐ閉店の影響が非常に大きく、また、それぞれの

活性化事業による個別の効果は現れているものの、中心市街地全体に波及して

おらず、街全体で活性化が感じられるような事業効果が上がっていない。さら

に、公共事業については、事業に着手したものの計画期間内の完成に至らず効

果が現われていないものや、完成しても官民の連携不足により波及効果が現れ

ていないものなどが見受けられる。（計画作成時より悪化） 

4 

（注）当省の調査結果による。 
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表
2
-
(
2
)
-
ウ
-
⑧
 
中
心
市
街
地
に
係
る
統
計
デ
ー
タ
の
前
回
調
査
と
の
比
較
 

表
2
-
(
2
)
-
ウ
-
⑧
-
ⅰ
 
中
心
市
街
地
に
係
る
統
計
デ
ー
タ
の
増
減
状
況
等
 

（
単
位
：

市
町

、
市
、

％
）

 

区
 
分
 

前
 
回

 
調

 
査

 
結

 
果

 
今

 
回
 

調
 

査
 
結

 
果
 

増
加

(
上

昇
)市

町
減

少
(
低

下
)市

町
計

 
増

加
(
上
昇

)市
 

減
少
(
低
下

)市
 

計
 

人
 

口
 

 
中

心
市

街
地

の
値

（
実

数
）

 
3
7
(
30
.
6)

8
4
(
69
.
4)

1
2
1
(1
0
0)

2
0
(
47

.
6)

2
2
(
52

.
4)

4
2
(
10

0
) 

 
人
口

1
0
万

人
以

上
の

5
5
市

 
2
4
(
43

.
6)

3
1
(
56

.
4)

5
5
(
10

0
)

市
町

の
全

人
口

に
占

め
る

割
合

 
3
4
(
28
.
1)

8
7
(
71
.
9)

1
2
1
(1
0
0)

2
5
(
59

.
5)

1
7
(
40

.
5)

4
2
(
10

0
) 

 
人
口

1
0
万

人
以

上
の

5
5
市

 
2
1
(
38

.
2)

3
4
(
61

.
8)

5
5
(
10

0
)

事
業

所
数
 

 
中

心
市

街
地

の
値

（
実

数
）

 
8
 
(
6.
7
)

1
1
2
(9
3
.3
)

1
2
0
(1
0
0)

0
 
(
0.

0
)

4
2
 
(1

0
0)

4
2
(
10

0
) 

 
人
口

1
0
万

人
以

上
の

5
5
市

 
4
 
(
7.

3
)

5
1
(
92

.
7)

5
5
(
10

0
)

市
町

の
全

事
業

所
数

に
占

め
る

割
合

 
1
7
(
1
4
.
2)

1
0
3
(
8
5
.
8
)

1
2
0
(
1
0
0
)

1
4
(
33

.
3)

2
8
(
66

.
7)

4
2
(
10

0
) 

 
人
口

1
0
万

人
以

上
の

5
5
市

 
1
0
(
18

.
2)

4
5
(
81

.
8)

5
5
(
10

0
)

事
業

所
従

業
者

数
 

 
中

心
市

街
地

の
値

（
実

数
）

 
2
0
(
16
.
7)

1
0
0
(8
3
.3
)

1
2
0
(1
0
0)

 
0
 
(0

.
0)

4
2
 
(1

0
0)

4
2
(
10

0
) 

 
人
口

1
0
万

人
以

上
の

5
5
市

 
1
2
(
21

.
8)

4
3
(
78

.
2)

5
5
(
10

0
)

市
町

の
全

従
業

者
数

に
占

め
る

割
合

 
3
3
(
2
7
.
5)

8
7
(
7
2
.
5
)

1
2
0
(
1
0
0
)

1
2
(
28

.
6)

3
0
(
71

.
4)

4
2
(
10

0
) 

 
人
口

1
0
万

人
以

上
の

5
5
市

 
1
7
(
30

.
9)

3
8
(
69

.
1)

5
5
(
10

0
)

（
注
）
1
 
「
人
口
」
欄
に
つ
い
て
は
、「

住
民
基
本
台
帳
調
査
」（

平
成

9
年
、
1
5
年
、
1
8
年
及
び

2
7
年
調
査
）
及
び
市
か
ら
の
聴

取
に
よ
り
、「

事
業
所
数
」
及
び
「
事
業
所
従
業
者
数
」
欄
に
つ
い
て
は
、「

事

業
所
・
企
業
統
計
調
査
」
（
平
成

8
年
及
び

1
3
年

調
査
）
、
「
経
済
セ
ン
サ
ス
－
基
礎
調
査
」
（
平
成

2
1
年
調
査
）
及
び
「
経
済
セ
ン
サ
ス
－
活
動
調
査
」
（
平
成

2
4
年
調
査
）
の
結
果
に
基
づ
き
、
当
省

が
作
成
し
た
。
 

2
 
「
人

口
」
欄
に
つ
い
て
は
、
前
回
調
査
は
平
成

9
年
と

1
5
年

、
今
回
調
査
は

1
8
年
と

2
7
年
を

比
較
し
た
結
果
、
増
加
（
上
昇
）
又
は
減
少
（
低
下
）
し
た
市
の
数
を
記
載
し
て
い
る
。
人
口
は
、

住
民
基
本

台
帳

に
お

け
る

日
本

人
人

口
を

基
に

し
て

お
り

、
中

心
市

街
地

の
日

本
人

人
口

が
不

明
な

市
は

、
市

全
体

人
口

に
お

け
る

日
本

人
と

外
国

人
の

比
率

に
よ

り
日

本
人

人
口

を
推

定
し

て
い

る
。
 

3
 
「
事
業
所
数
」
及
び
「
事
業
所
従
業
者
数
」
欄
に
つ
い
て
は
、
前
回
調
査
は
平
成

8
年
と

1
3
年
、
今
回
調
査
は

2
1
年
と

2
4
年
を
比
較
し
た
結
果
、
増
加
（
上
昇
）
又
は
減
少
（
低
下
）
し
た
市
の

数
を
記
載
し
て
い
る
。
事
業
所
数
及
び
事
業
所
従
業
者
数
は
、
平
成

8
年
及
び

1
3
年
は
日
本
標
準
産
業
分
類
の
大
分
類
「
公
務
」
を
含
む
全
産
業
で
あ
る
が
、
「
経
済
セ
ン
サ
ス
－
活
動
調
査
」
（
平
成

2
4
年
調

査
）
は
公
務
を
含
ま
な
い
た
め
、
2
1
年
及
び

2
4
年
は
公

務
を
除
い
た
値
に
よ
り
比
較
し
て
い
る
。
 

4
 
人
口
、
事
業
所
数
及
び
事
業
所
従
業
者
数
は
、
い
ず
れ
も
町
丁
大
字
単
位
で
抽
出
し
て
お
り
、
中
心
市
街
地
の
範
囲
が
町
丁
大
字
単
位
よ
り
細
か
い
場
合
で
も
面
積
按
分
等
は
行
っ
て
い
な
い
。
 

5
 
（
 
）
は
割
合
を
示
す
。
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表
2
-
(
2
)
-
ウ
-
⑧
-
ⅱ
 
市
全
体
の
人
口
動
向
及
び
中
心
市
街
地
の
人
口
動
向
 

（
単
位
：

市
、

％
）

 
区
 
分

 
今
 
回
 
調
 
査
 
結
 
果

 

市
全
体
の
人
口
（
実
数
）

 
増
加

 
減
少

 
計

 

1
1
（
2
6
.
2
）

3
1
（
7
3
.
8
）

4
2
（
1
0
0
）
 

 
中
心
市
街
地
の
人
口
（
実
数
）

 
増
加
 

減
少
 

増
加
 

減
少
 

計
 

9
（
2
1
.
4
）

2
（
4
.
8
）

1
1
（
2
6
.
2
）

2
0
（
4
7
.
6
）

4
2
（
1
0
0
）
 

（
注
）
1
 
「
住
民
基
本
台
帳
調
査
」
（
平
成

1
8
年
及
び

2
7
年
調

査
）
及
び
市
か
ら
の
聴
取
に
基
づ
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。
 

2
 
平
成

1
8
年

と
2
7
年
を
比
較

し
た
結
果
、
増

加
又
は
減
少
し
た
市
の
数
を
記
載
し
て
い
る
。
人
口
は
、
住
民
基
本
台
帳
に
お
け
る
日
本
人
人
口
を
基
に
し
て
お
り
、
中
心
市
街
地
の
日
本
人
人
口
が

不
明
な
市

は
、
市
全
体
人
口
に
お
け
る
日
本
人
と
外
国
人
の
比
率
に
よ
り
日
本
人
人
口
を
推
定
し
て
い
る
。
 

な
お
、
人
口
は
、
い
ず
れ
も
町
丁
大
字
単
位
で
抽
出
し
て
お
り
、
中
心
市
街
地
の
範
囲
が
町
丁
大
字
単
位
よ
り
細
か
い
場
合
で
も
面
積
按
分
等
は
行
っ
て
い
な
い
。
 

3
 
（
 
）
内
は
割
合
を
示
す
。
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表
2
-
(
2
)
-
ウ
-
⑧
-
ⅲ
 
全
国
値
の
指

数
の
推
移
と
中
心
市
街
地
の
指
数
の
平
均
値
と
の
比
較

 

区
 
分
 

前
 
回
 
調
 
査
 
結
 
果
 

今
 
回
 
調
 
査
 
結
 
果
 

計
 
画
 
作
 
成
 
前
 

計
 
画
 
作
 
成
 
後
 

計
 
画
 
作
 
成
 
前
 

計
 
画
 
作
 
成
 
後
 

人
口
 

平
成

9
年
 

1
5
年
 

1
8
年
 

2
7
年
 

 
全
国
（
指
数
）
 

1
0
0

1
0
1
.
1

1
0
0

9
9
.
3

中
心

市
街
地
（
指
数
）
 

1
0
0

9
7
.
7

1
0
0

1
0
0
.
9

 
人
口

1
0
万
人
以
上
の

5
5
市
 

1
0
0

1
0
0
.
9

事
業
所
数
 

平
成

8
年
 

1
3
年
 

2
1
年
 

2
4
年
 

 
全
国
（
指
数
）
 

1
0
0

9
4
.
5

1
0
0

9
0
.
9

中
心

市
街
地
（
指
数
）
 

1
0
0

9
0
.
5

1
0
0

9
0
.
4

 
人
口

1
0
万
人
以
上
の

5
5
市
 

1
0
0

9
0
.
9

事
業
所
従
業
者
数
 

平
成

8
年
 

1
3
年
 

2
1
年
 

2
4
年
 

 
全
国
（
指
数
）
 

1
0
0

9
5
.
8

1
0
0

9
1
.
5

中
心

市
街
地
（
指
数
）
 

1
0
0

9
1
.
9

1
0
0

8
8
.
1

 
人
口

1
0
万
人
以
上
の

5
5
市
 

1
0
0

9
2
.
4

（
注
）
1
 
「
人
口
」
欄
に
つ
い
て
は
、
「
住
民
基

本
台
帳
調
査
」
（
平
成

9
年
、
1
5
年
、
1
8
年
及
び

2
7
年
調
査
）
及
び
市
か
ら
の
聴
取
に
よ
り
、
「
事
業
所
数
」
及
び
「
事
業
所
従
業
者
数
」
欄

に
つ
い
て
は
、
「
事
業
所
・
企
業
統
計
調

査
」
（
平
成

8
年
及
び

1
3
年
調
査
）
、
「
経
済
セ
ン
サ
ス
－
基
礎
調
査
」
（
平
成

2
1
年
調
査
）

及
び
「
経
済
セ
ン
サ
ス
－
活
動
調
査
」
（
平
成

2
4

年
調
査
）
の
結
果
に
基
づ
き
、
当
省
が
作

成
し
た
。
 

2
 
「

中
心
市
街
地
（
指
数
）
」
は
、
各
市
に
お
け
る
基
準
年
（
計
画
作
成
前
）
の
値
を

1
0
0
と
し

た
場
合
の
各
中
心
市
街
地
の
指
数
の
平
均
で
あ
る
。
 

3
 
人

口
は
、
住
民
基
本
台
帳
に
お
け
る
日
本
人
人
口
を
基
に
し
て
お
り
、
中
心
市
街
地
の
日
本
人
人
口
が
不
明
な
市
は
、
市
全
体
人
口
に
お
け
る
日
本
人
と
外
国
人
の
比
率
に
よ
り
日
本

人
人

口
を
推
定
し
て
い
る
。
 

4
 
事

業
所
数
及
び
事
業
所
従
業
者
数
は
、
平
成

8
年
及
び

1
3
年

は
日
本
標
準
産
業
分
類
の
大
分
類
「
公
務
」
を

含
む
全
産
業
で
あ
る
が
、「

経
済
セ
ン
サ
ス
－
活
動
調
査
」（

平
成

2
4
年

調
査

）
は
公
務
を
含
ま
な
い
た
め
、
2
1
年
及
び

2
4
年
は
公
務
を
除
い
た
値
に
よ
り
比
較
し
て
い
る
。
 

5
 
人

口
、
事
業
所
数
及
び
事
業
所
従
業
者
数
は
、
い
ず
れ
も
町
丁
大
字
単
位
で
抽
出
し
て
お
り
、
中
心
市
街
地
の
範
囲

が
町
丁
大
字
単
位
よ
り
細
か
い
場
合
で
も
面
積
按
分
等
は
行
っ
て

い
な

い
。
 

6
 
（

 
）
は
割
合
を
示
す
。
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表 2-(2)-ウ-⑨ 中心市街地の活性化を図るための基本的な方針（平成 18年 9月 8

日閣議決定）（抜粋） 

第 2章 中心市街地の活性化のために政府が実施すべき施策に関する基本的な方針 

 1．～5． （略） 

6．認定基本計画の実施状況についての評価の実施等  

（1）認定基本計画の進捗状況の把握等  

① 中心市街地の活性化に向けては、基本計画の認定が目的ではなく、設定した目

標に向かって着実かつ効果的に事業を実施していくことが重要である。そのため

には、不断に事業効果の検証、改善、実施といったＰＤＣＡサイクルの確立が必

要である。  

このため、基本計画の認定を受けた市町村は、認定基本計画に記載された取組

の着実な実施を通じて、中心市街地の活性化が実現できるよう、計画期間中、原

則毎年フォローアップ（定期フォローアップ）を行うよう努めるものとするとと

もに、計画期間終了後には、基本計画に関する最終的なフォローアップ（最終フ

ォローアップ）を行い、その結果を公表するよう努めるものとする。  

フォローアップに当たっては、市町村は、認定基本計画の目標の達成状況に関

する評価指標を設定している場合には、当該目標の達成状況について、評価指標

に基づき評価するとともに、基本計画の作成時に中心市街地の現状分析で用いた

基礎データについては、毎年把握・蓄積し、独自に評価した上で、公表すること

が望ましい。  

② 定期フォローアップに基づき、市町村は、認定基本計画に記載された事項と中

心市街地の現状や事業等の実施状況、目標の達成状況等から判断し、必要と認め

られる場合には、協議会と連携して、速やかに当該認定基本計画の見直しを行い、

見直した基本計画について、再度認定の申請を行うよう努めるものとする。  

③ 最終フォローアップにおいては、市町村は、目標の達成状況、事業実施前後で

の中心市街地の状況、市民意識の変化など、取組の実施を通じた認定基本計画の

成果等について評価するとともに、今後の課題について整理するよう努めるもの

とする。  

④ 認定計画の期間を終了し、再度新たな基本計画の認定申請を行おうとする市町

村は、最終フォローアップの結果を新たな基本計画に的確に反映するよう努める

ものとする。また、内閣総理大臣は、認定に当たっては、その反映状況等につい

て確認する。  

⑤ 内閣総理大臣は、基本計画の認定を受けた市町村に対し、上記フォローアップ

の結果を含め中心市街地の活性化の状況等について、報告を求め、その内容を公

表するとともに、その成果を基本計画の認定や中心市街地の活性化に関する施策

の推進に活用する。  

（2）施策の実施状況の事後評価  

政府は、中心市街地の活性化に関する施策の実施状況等について、以下により事後

評価を実施する。この場合に、市町村の負担を軽減する観点から、各府省庁における

予算執行事務体制等を活用しつつ、実績額等の把握を行うこととする。  

① 各府省庁は、毎年度、認定基本計画に位置付けられた取組に係る所管事業に対す

る予算及び配分額を把握し、内閣総理大臣に報告する。内閣総理大臣は、各府省庁

の報告に基づき、政府における認定基本計画に対する予算及び配分額を取りまと

め、公表する。 

② また、市町村は、毎年度、認定基本計画に位置付けられた取組の実績額や進捗状

況等について、内閣総理大臣に報告する。  
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③ 内閣総理大臣は、（1）②及び（2）①②の報告に基づき、政府全体の施策の実施

状況等について定期的に評価を行う。なお、内閣総理大臣が、評価を実施するに当

たり、関係行政機関は、必要な協力を行うものとする。 
（注）下線は当省が付した。 

 

 

表 2-(2)-ウ-⑩ 内閣府政策評価書（抜粋） 

表 2-(2)-ウ-⑩-ⅰ 平成 26年度実施施策に係る政策評価書（平成 27年 9月）（抜粋） 

 
（注）下線は当省が付した。 
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表 2-(2)-ウ-⑩-ⅱ 平成 25年度実施施策に係る政策評価書（平成 26年 8月）（抜粋） 
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（注）下線は当省が付した。 
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【参考】 平成 24年度内閣府本府政策評価書（事後評価）（平成 25 年 9 月）（抜粋） 
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表 2-(2)-ウ-⑪ 中心市街地活性化推進委員会関連資料（抜粋） 
表 2-(2)-ウ-⑪-ⅰ 中心市街地活性化推進委員会開催要綱（平成 25年 7月 3日施行） 
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【参考】 中心市街地活性化に向けた制度・運用の方向性【ポイント】～中心市街地
活性化推進委員会報告書～ 

 

(注)1 内閣府の資料に基づき当省が作成した。 

  2 中心市街地活性化基本的方針（平成 26年 7月 25 日一部変更）等を基に、当省が改正条文等を記載した。 

基本方針 第 2章 3②a 

基本方針第 3章 2(1)及び(2) 

基本方針第 12章 4 

法第 50条、中心市街地再興戦略事業費補助金、 

取得建物の割増償却等 

基本方針第 9章 1(2) 

法第 42条等 

まちプロデュース活動支援事業 

地域コミュニティ形成促進支援事業 

基本方針第 2章 6 

都市再生法第 81条等 
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表 2-(2)-ウ-⑪-ⅱ 中心市街地活性化に向けた制度・運用の方向性（平成 25 年 12

月 11 日内閣官房地域活性化統合事務局、中心市街地活性化推進委

員会）（抜粋） 
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（注）下線は当省が付した。 
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